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○ 就職内定取消しなど学生の雇用が不安定となっていることに対応するため、休業期間中の相談体制の充実など大学等の
就職支援を強化

（参考１）大学教育・学生支援推進事業において、就職支援の強化など総合的な学生支援の取組への支援

（参考２）大学等の学生の就職内定取消しの状況（平成２１年３月１日現在）

内定取消しを受けた学生数：１，１５５人（うち、就職活動中の者：３５７人、留年予定の者：１２６人）
内定辞退の示唆などの連絡を受けた学生（１，０５２人）のうち内定を辞退した学生数：４９６人

経済・雇用情勢の悪化に伴い、授業料を滞納したり、学業の継続が困難となる大学生・高校生が増加することが見込まれる。

○ 高校生の授業料減免等に対する緊急支援（500億円程度）

・経済的に修学困難な高校生が学業を継続できるよう、都道府県による授業料減免補助や奨学金事業の今後の増加分（３年
分）について、国が都道府県に対して新たな交付金により緊急支援を行う。（都道府県において基金を活用して事業を実施）

○ 大学の行う学生への経済支援等に対する無利子融資の創設

・授業料減免・奨学金など学生への経済支援を行う私立大学や、緊急融資を必要とする小規模学校法人に対し、私立学校
振興・共済事業団の無利子融資を創設。

○ 日本学生支援機構奨学金事業の拡充

・家計急変の理由で修学が困難になった学生に対する緊急採用奨学金の貸与人員を倍増
・返還困難者に対して、１０万人まで猶予可能になるよう対応

（うち、就職活動中の者：１４４人、留年予定の者： ６５人）

学生・生徒への経済的支援や就職支援の充実等

経済情勢の悪化により修学が困難な学生・生徒に対する授業料減免・奨学金事業等への緊急支援

学生等の就職支援の強化

Ⅱ．２－12
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３．底力発揮・21世紀型インフラ整備（２兆5,800億円程度）３．底力発揮・21世紀型インフラ整備（２兆5,800億円程度）

施策の概要施策の概要

施策の効果施策の効果

政策の目的政策の目的

Ⅱ．成長戦略

我が国経済の「底力」の発揮、21世紀型インフラ整備を図る。このため、中長期的な成長力を高める観点から、農林漁
業の振興を図るとともに、先端技術開発・人材力強化、中小企業支援を進める。また、道路・港湾・空港等のインフラ整備
やＩＴの徹底活用により、地域連携の強化と競争力強化、国民の利便性向上を図る。あわせて、コンテンツ、文化・芸術・
スポーツ、観光の振興を図る。

（１）農林漁業の底力の発揮 （１兆100億円程度）
農地の有効利用や、農業の将来を担う担い手の確保、需要に応じた生産振興、森林資源の整備・活用等により、農林漁業の底力を発揮し、
食料自給力の向上と雇用創出を図る。

（２）先端技術開発・人材力強化、中小企業支援 （7,900億円程度）
我が国の経済成長の鍵を握る技術力や人材力の強化を目指し、大学等の教育研究施設・設備や研究支援者等の研究環境の抜本的な改善
を図る。また、地域を支える中小企業を総合的に支援する。

（３）地域連携と競争力強化の基盤整備 （4,300億円程度）
「国土ミッシングリンク」の結合や港湾・空港インフラの強化等により、地域間の連携強化や競争力の強化を図る。

（４）ＩＴによる底力発揮 （2,800億円程度）
経済社会の活性化と変革の牽引車として、ＩＴを最大限活用し、新しい経済社会システムを実現する。

（５）ソフトパワー・観光 （600億円程度）
海外において高い評価を得ている我が国のアニメ、マンガ、映画、放送番組などのソフトパワーを新規市場創出や若年雇用拡大に活用する。
文化・芸術・スポーツの振興を図る。また、2020年までに訪日外国人旅行者数が2000万人となる「観光立国」を加速化するためのプロジェクトを
重点的に実施する。

○2011年度を目途に農業上重要な地域を中心に概ね10万ｈａの耕作放棄地を解消
○輸入小麦500万トンの１割が米粉に置き換わった場合、食料自給率は1.4％向上
○世界最先端研究開発インフラへの刷新〔５研究拠点を2016年に世界トップレベルに〕
○産学官連携により地域の産業構造を変革させ、地域経済を活性化
○幹線道路ネットワークのミッシングリンクを早期解消することにより、企業立地や物流効率化を一層促進
○スーパー中枢港湾の機能強化〔2010年度までに港湾コストの約３割を低減〕
○デジタルテレビの普及加速
○コンテンツ産業の輸出比率（1.9％）を米国並（17.8％）に
○成田－羽田両空港間の鉄道アクセスを100分程度→50分台、梅田－関空間は30分台を実現 等
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施策の概要施策の概要

施策の効果施策の効果

農林漁業の底力の発揮

施策のポイント施策のポイント

○「平成の農地改革」の断行と担い手の確保

農地の有効利用や、農業の将来を担う担い手の確保、需要に応じた生産振興、森林資源の整備・活用等
により、農林漁業の底力を発揮し、食料自給力の向上と雇用創出を図る。

・2011年度を目途に農業上重要な地域を中心に概ね10万haの耕作放棄地を解消

・輸入小麦500万トンの1割が米粉に置き換わった場合、食料自給率は1．4％向上

・３年間で、300万本のスギを花粉発生の少ないものに植え替え

○需要に結びついた生産振興等

○農山漁村の活性化と森林・林業の再生
○水産業の活性化

・優良農地の確保、農地の集積化の促進

（転用規制の厳格化 、農地集積加速化への支援等）

・耕作放棄地対策の強化

（再生作業、土壌改良、営農定着の取組を支援）

・農業経営体の育成

（新規就農者の確保等）

・流通・加工と連携した戦略作物の生産強化

（水田フル活用の推進、米粉生産者等への金融支援等）

・麦・大豆・畜産・野菜・果樹等の農業部門の体質強化

（ｶﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀｰの再編整備、ﾘｰｽ方式での機械・施設導入等）

・農山漁村の自然エネルギーの活用等による新産業創出

（未利用バイオマス等の活用、植物工場の普及・活用等）

・農山漁村の活性化

（輸出拡大、農商工連携、都市農村交流、地産地消等）

・森林吸収源対策、間伐材・地域材の徹底利用

（間伐促進と林内路網の整備、住宅等への需要拡大等）

・花粉発生源対策、担い手の育成

（スギの植替え、緑の雇用等）

・我が国周辺の漁場生産力の向上

（藻場・干潟の整備、漂着・漂流物の除去・処理等 ）

・就業促進や異業種連携、漁業・養殖業の収益性の向上

（施設・設備の導入 、セーフティーネットの充実等）

Ⅱ．３－１
（１兆100億円程度）
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若手研究者等の海外への留学支援等

・ｉＰＳ細胞研究中核的拠点の設備整備

・発生・再生医学研究基盤の構築

・共通インフラの整備

ｉＰＳ細胞等を用いた再生医療や創薬スクリーニングの早
期実現により、患者のQOL（生活の質）と国民福祉を向上。

高品質・標準化されたｉＰＳ細胞の確実・迅速な提供体制
の構築による国際競争力強化。

京都大学物質－細胞統合システ
ム拠点ｉＰＳ細胞研究センターの
設備整備

準天頂衛星システム

世界トップレベルの研究拠点形成の取組強化
・平成１９年度に材料、ライフサイエンス分野などの５つの拠点を採択
し、世界トップレベルの研究拠点の形成を目指す

・施設の整備、高度研究設備の整備、優秀な若手研究者などの積極
的な活用により研究拠点形成の取組を強化

世界の第一線の研究者が集ま
る、優れた研究環境と高い研究
水準を誇る世界トップレベルの
研究拠点を我が国に形成。

先端分野の国際競争力強化と世界最高水準の研究環境整備

従来にない全く新しい「研究者最優先」の制度の創設

科学技術分野における我が国の国際競争力強化を図るため、
・研究に集中できるサポート体制の構築
・多年度に自由に運営できる研究資金の提供のための基金の設立

研究者がもてる力を最大限を発揮
することで最先端研究課題を加速
的に推進。
３～５年間で世界をリードする研究
成果を達成。

など、研究者を最優先とした「世界最先端研究支援強化プログラム
（仮称）」を創設

中心研究者
研究支援担当機関

企
業

独
法

支援/協力支援/協力 支援/協力

大
学

○若手研究者等の海外派遣支援の抜本的拡大

・優秀な若手研究者を機動的に海外に派遣

・大学院生等若手研究者を組織的に海外に派遣することを支援

我が国の競争力強化の源となる人材の育成及び国際
競争力の強化。

我が国の大学等の国際交流の促進。

ｉＰＳ細胞等関連施設・設備の整備

Ⅱ．３－２

3,000億円の基金を創設し、事業を実施

2,700億円 300億円



成長力強化のための高度人材の活用

大 学 等

組織を越えた双方向の「頭脳循環」により、持てる能力を最大限に発揮
・産学官連携産学官連携の強化 ・新興・融合領域の創出新興・融合領域の創出 ・新たな雇用新たな雇用の創出

ね
ら
い

世界をリードし、社会のニーズを先取りしたイ
ノベーションの創出に向けて、教育研究高度化
支援に必要な専門人材や産業界の知見・視点
が不可欠。

⇒研究支援者等の活用による教育
研究高度化支援体制の強化及
び企業研究者の活用による研究
開発の効果的推進

※研究者１人当たりの研究支援者数
日：約0.3人 英：約0.8人 仏：約0.7人

企業における研究開発等の活性化・ 高
度化、新産業の創出のためには、 高度な
専門的能力・知識をもつポスドクの産業界で
の積極的活用が不可欠。

⇒ポスドクの活躍促進による
企業の研究開発等の活性化

※企業における博士号取得者の雇用
日：16.9% 米：34.3%（半分以下）

○高度な専門性と汎用性を備えた高度人材の育成・確保
○産学官人材の総力を挙げての研究開発力の強化
○組織を超えた人材の循環による人材最大活用社会の実現

必要性

イノベーションの創出による 世界に先駆けて

経済危機を克服する確固たる成長力の強化

・ 急速な高齢化の進展な
どにより、技術力の継承・
発展が国全体の重要課
題

・ 経済危機による企業の研
究開発活動の減退

・ 有能な人材が国外に流
出する懸念

背 景

※37歳以下の教員比率
平成10年度：25.2%→平成19年度：21.3%

※半数以上のポスドクは企業の研究者・
技術者等に就くことに前向き

企 業 等

◆中小企業等の◆中小企業等の
優秀な研究者・優秀な研究者・
技術者・技能者技術者・技能者

◆ポスドク◆ポスドク 等等

高高 度度 人人 材材

ポスドク

企業研究者

その他の
高度人材

Ⅱ．３－３
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○博士号取得者の無業者は４割を超えると
指摘されており、正規就業できていないと
される学部・修士課程を卒業した人材も多
数いる。

○若年研究人材（ポスドク等）、研究支援
人材を育成、再教育し、正規就業を支援す
ることは、我が国の有する人材の底力を有
効に引き出すことで我が国の経済成長に資
するものである。

事業の目的事業の目的

事業の内容事業の内容

事業イメージ事業イメージ

実施体制実施体制

国 産業技術総合研究所

運営費交付金

企業
公的機関

産業技術総合研究所

博士卒、
ポスドク人材を採用

学士レベル以上の
人材を採用

研究支援人材(実験、試験設備
の運用専門人材等)の雇用・育成

研究人材を雇用・育成

協力企業
約８００社

経済産業省

交付金

就業

若手研究・研究支援人材雇用・育成プロジェクト
Ⅱ．３－４



○電子顕微鏡、ヘリウム液化装置、分析・解析装置など、大学の教育
研究に汎用的に使われる機器又は学生の実習で用いられる教育用
の機器など、競争的資金では整備が困難な基盤的設備の更新
○超高性能核磁気共鳴装置(NMR)など最先端設備の整備

○高等専門学校の実験・実習用設備の更新

大学等における教育研究基盤の強化（施設・設備の高度化・老朽化対策の推進）

国立大学等の教育研究環境の整備

○耐震対策事業

○太陽光発電設備の導入

○先端研究施設等の整備

（先端研究施設の整備、老朽研究施設のエコ再生） 等を推進
（老朽化し耐震性の低い施設）

国立大学等施設の老朽化対策・高度化の推進

「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」等を着実に実施

大学等の施設・設備の整備促進により教育研究環境を整え、人材育成や創造的・先端的な研究を推進し、日本の成長力を支える。

「第２次国立大学等施設緊急整備 ５
か年計画」（平成18～22年度）の達成
に必要な整備面積

老朽再生整備： 120万㎡
狭隘解消整備： 49万㎡
附属病院整備： 15万㎡

耐震化率（20年5月現在） 77．7％

○私立学校の防災機能強化を図るため、Ｉｓ値0.3未満の施設を中心に
引き続き耐震改修事業を実施

○新エネルギー、環境保全等の研究装置の整備や、新たなエネルギー
を活用した学校施設整備等エコキャンパス事業の推進

○研究基盤設備の整備
○介護・福祉・保育等の分野の教育基盤設備の整備

私立大学等の施設設備の整備等の推進

７４．１％３，０４０万㎡４，１０２万㎡

耐震化率（c=b/a）耐震化施設

面積（ｂ）

保有面積（a）

○私立大学等施設の耐震化の状況 （平成２０年５月１日現在）

実習工場設備の経年状況

４０年以上

22%

３５年～３９年

10%

３０年～３４年
9%

２５年～２９年

9%

２０年～２４年

9%

１５年～１９年

12%

１０年～１５年

10%

５年～９年

8%

４年未満

11%

実習工場以外の設備

１０年未満,
 7,974（45%）

４０年以上,
288（2%）

３０～３９年,
895（5%）

２０～２９年,
2,706（15%）

１０～１９年,
5,868（33%）

実習工場設備：約6割が
経年20年以上、40年以
上の設備も2割強
実習工場以外の設備：約

2割が経年20年以上

367 356
431

539
599 614 555

372

152 154 166 187
67 65 17 38 54

215

1,232

145
775

378

605

406

181197
375355

235

397

1,024

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

（億円）

補正予算

当初予算

補正予算 215 1,024 1,232 145 775 397 378 605 406 181

当初予算 355 367 356 375 431 539 599 614 555 372 197 152 154 166 187 235 67 65 17 38 54

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度
１０年

度

１１年

度

１２年

度

１３年

度

１４年

度

１５年

度

１６年

度

１７年

度

１８年

度

１９年

度

２０年

度

２１年

度

過去の補正予算等により整備した設備
が、経年により老朽化・陳腐化が進ん
でいる。

※平成16年度の法人化以前の金額は国立学校特別会計における設備予算額を、法人化以降は運営費交付金における設備予算額を記載している(病院を除く)｡

（国立大学等の教育研究設備予算の推移）

Ⅱ．３－５

次世代太陽電池等の最先端の環境技術の研究開発の加速及び情報発信機能の強化等

海洋資源探査技術の開発など海
洋研究開発の加速

・海洋資源探査技術の実証試
験等に活用する自律型無人探
査機（AUV）・大深度遠隔操作型
無人探査機（ROV）の開発・整
備等

・海洋研究開発機構が保有する
船舶専用の岸壁の整備

大規模な海洋資源開発
による資源制約の突破。
海洋資源における国際
競争力強化。

情報発信機能の強化

○環境問題に対する国民の意識
の醸成

○環境科学技術に関する国民の
理解の向上

・情報発信の拠点として、巡回展示の 展開
など地方科学館との連携を強化
・温暖化などの環境問題等に関する
展示の開発・改修

自律型無人探査機
（AUV）の概要

大深度遠隔操作型無人
探査機（ROV）

●
●

●

●●

●●●

●●●

●

●

●●●
●

●
●

●

科学館

・オールジャパンの連携体制
・研究成果の事業化への橋渡し

【【つくば地区を研究開発拠点化つくば地区を研究開発拠点化】】

将来的にブレークスルーをも
たらす科学的知見や
研究シーズ開発

実用化に主眼をおいた
研究開発

環境技術革新拠点の整備
（つくば地区拠点化）

つくば地区を全国における環境技術開発拠点として革新的な環境技術開発を加速
するため、物質・材料研究機構に「環境技術研究開発センター（仮称）」を整備。

物質・材料研究機構
による次世代技術開発

産業技術総合研究所による
技術開発等

企業が段階的
に参加

企業が段階的
に参加

研究成果の活用

革新的な環境
技術の実現
●世界トップレベ
ルの次世代電池
（太陽電池、燃料
電池等）

●高温超伝導
等

次世代太陽電池など次世代の環境・エネル
ギー技術の研究開発を中心として、
２０５０年までに二酸化炭素の半減に貢献
する目標の実現を確実にする革新的環境
技術を創出し、化石資源に依存しない
持続可能な社会の実現を目指す。

色素増感型太
陽電池

※筑波大学などの他機関とも連携

原子力分野における研究
開発の加速・推進

・世界に先駆けたＩＴＥＲ主要機器である超伝導コイ
ル開発の加速
・大強度陽子加速器施設（J-PARC）の陽子ビーム
強度の向上の加速
・日本原子力研究開発機構東海研究開発セン
ターの熱供給施設の老朽化対策

核融合での我が国の主
導性の堅持、水素社会
の早期実現等に貢献す
るとともに、原子力分
野の国際競争力を強化

核融合を起こすため
の世界最大・最高性
能の超伝導コイル

Ⅱ．３－６
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イノベーション実用化助成事業
～民間企業等の研究開発の支援～

○民間企業による優れた先端技術シーズの実用化開発を
支援する。

○21年度補正事業においては、我が国の次世代の基幹産業
の確立のために大変重要な、環境航空機、医療福祉機器
など新産業の勃興を見据えた技術開発を推進する。

事業の目的事業の目的

○事業内容
・提案公募型技術開発助成（イメージ参照）

・成長戦略に掲げる低炭素革命、健康長寿、底力発揮に
資する技術の実用化を支援。

・資本金300億円以上の企業を対象に補助率１／３以内の
枠を新設

・実証フェーズを追加

事業の内容事業の内容

実施体制・事業のイメージ実施体制・事業のイメージ

経済産業省

ＮＥＤＯ

一般企業
研究開発型
ベンチャー

通常型

補助率：１／２以内
（資本金３００億円未満)

補助率：１／３以内
（資本金３００億円以上)

補助率：２／３以内

（創業10年以内）

次世代
戦略型

補助率：２／３以内

交付金

補助金

【共通事項】
○補助期間：1年間以内

○成長戦略の3分野（低炭素革命、健康長寿、

底力発揮）に資する技術が対象。

Ⅱ．３－７
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○大学、公的研究機関、企業等が集積しつ
つある地域に於いて、出口（社会における
新たな課題の設定、解決）を念頭に置いた
イノベーション拠点の形成を推進するもの
で、我が国全体のイノベーション力の地力、
底力を強化するものである。

事業の目的事業の目的

○出口志向の先端的な研究開発に取り組む
大学、公的研究機関（独法研究所、公設試
等）、及びそれを活用しイノベーションを
実現する企業が集積しつつある地域におい
て、大学・研究機関と企業とが、共同体制
を構築しながら、研究から応用開発、製品
試験等による産業化まで共同で取り組む、
「先端イノベーション拠点」（研究開発施
設）を整備。

事業の内容事業の内容

事業イメージ事業イメージ

実施体制実施体制

国 大学、民間団体 等

補助
（2/3）

研究機関研究機関

企業企業

イノベーション
促進拠点

先端技術の
産業利用

フィード
バック

経済産業省
経済産業局

経済産業省
経済産業局

２／３補助

我が国の誇る世界最先端研究の産
業化利用による国際競争力の強化・

復活

産総研｢水素材料先端科学
研究センター｣

水素と材料に関する
先端的研究

製品研究試験センター
水素関連機器の試験・認証業務

民間企業
水素関連機器の技術開発

新たな科学的
知見や技術指

針

開発製品
の安全性
や性能を評
価

先端イノベーション拠点の例

福岡県
水素エネルギー製品
研究試験センター

（平成２０年度２次補正事業）

先端イノベーション拠点整備（特定研究開発型）
～地域における産学官共同研究拠点～
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地域発イノベーション・システムの強化を図り、科学技術駆動型の地域経済活性化を実現するため、
各都道府県に地域産学官共同研究拠点を整備し、地域の特色を生かした産学官共同研究を推進するとと
もに、研究成果の地域企業への展開を図る。併せて、産学官連携に関する地域の様々な機能を集約する
ことにより、その効果を地域社会へ波及させるための総合的な取組を加速する。

公共事業的効果に加え、産学官連携により
地域の産業構造を変革させ、地域経済を活性化

＜概要＞

自治体・大学・産業界からの要望を踏まえ、次のような取組を推進するための拠点施設をJSTが自治体と
共に４７都道府県に整備。運営に当たり、文部科学省、経済産業省等と連携。

○ 地域の強みを生かした産学官共同研究の実施

○ 産学官共同研究により開発された装置の設置・共用により、地域企業への成果の普及

○ 共同利用機器設置による中堅・中小企業の技術高度化を支援

○ 設備機器の利用を通じた高度技術者の養成

○ 地域の産学連携推進部門・知財部門、各種コーディネータ等の集積の高度化

○ ベンチャーの活動を支援するインキュベーション機能の充実

産学官共同研究

〈〈地域産学官共同研究拠点地域産学官共同研究拠点〉〉

研究成果の普及

人材養成

共同設備の設置

産学連携支援機関・
人材の集積

交流促進

インキュベーション

研究成果の発信

地域産学官共同研究拠点の整備 Ⅱ．３－９

小中高校における理数教育の抜本強化、教育環境の整備小中高校における理数教育の抜本強化、教育環境の整備

新学習指導要領の実施のための理数、外国語、体験活動、武道、幼児教育、特別支
援教育などに関する設備等の教育環境の整備、外国人児童等への日本語教育の充
実等

○平成２４年度からの中学校武道必修化に向けた武道場整備の推進

理科教育等設備の整備

小学校の外国語活動の研修事業の実施

○小学校中核教員に対する外国語活動実践研修の実施

○特別活動等の時間を活用しつつ、長期体験活動を促進

小学校の自然体験活動の推進

幼児教育への支援

○遊具・教具等の整備等

中学校武道場等の整備

○青少年教育施設における武道場の整備

○新学習指導要領に対応した設備の整備・老朽化した設備の更新

※外国人児童・生徒に対する日本語指導や特別支援教育、理数教育に要する支援員の配置については、緊急雇用創出事業（基金）を活用

Ⅱ．３－10
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留学生が安心して勉学に専念できる受入れ
環境づくりのため、留学生宿舎の建設を支援
する。これにより、留学生と日本人等との交
流を促進し、人的ネットワークを構築すると
ともに、国際交流拠点づくりを推進する。

留学生宿舎の整備 留学生相談員の配置

留学生の相談対応から大学教員を解放し、大
学教員・研究者が安心して教育研究に専念する
ための国際対応支援等の体制整備の一環として、
専任の留学生相談員の配置を支援する。

①留学生の受入れ環境を整備するため、大学の留学生宿舎の建設を支援。
②教育研究支援体制の整備の一環として、留学生相談員の配置を支援。
③円高や経済危機への対応として、私費外国人留学生を緊急支援。
④優秀な人材の育成による我が国の発展のため、海外で学位取得等を目的とする日本人学生等を支援。

大学生・大学院生等の海外派遣支援

世界に通用する優秀な人材の育成を行い、
我が国の発展に資するため海外での学位取得
等を目的とした日本人学生等への支援として、
奨学金等を支給する。

私費外国人留学生緊急支援

昨今の円高の進行や経済危機といわれる状況
の中で、短期留学生を含め私費外国人留学生が
安心して勉学に励めるよう奨学金等を支給する。

趣旨

留学生の受入れ促進、大学生・大学院生等の海外への留学支援
Ⅱ．３－11

国土ミッシングリンクの結合（1,400億円程度）

現状の問題点

施策の内容・効果

高規格幹線道路約14,000kmのうち、これまでに9,468kmが供用されており、 整備率は、約６７％（平成２１年４月
現在）。
また、三大都市圏環状道路においては、整備率は、５３％（平成２１年４月現在）であり、 諸外国と比較しても大き

く遅れており、十分な効果が発揮されていない。

【施策の内容】
高規格幹線道路をはじめとした基幹ネットワークのうち、主要都市間を連絡する規格の高い道路、環状道路等の
整備を推進。 （三大都市圏環状道路整備率：53％（H19年度）→69％（H24年度））

【効果】
・幹線道路ネットワークのミッシングリンクを早期解消することにより、企業立地や物流効率化を一層促進。
・企業立地等の促進により、新規雇用が創出。
・都心部に集中する交通の分散による交通渋滞の緩和や、物流効率化により、CO2排出量が削減。

首都圏３環状道路高規格幹線道路

Ⅱ．３－12



スーパー中枢港湾の機能強化

スーパー中枢港湾において、次世代高規格コンテナターミナルの整備を推進する。

高規格コンテナターミナルを整備

奥行き500m以上

延
長
1,
00
0m
以
上

水深-16m

地方部へ

Ⅱ．３－13
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ＩＣ
世界最良の産業立地環境の提供

大型船舶が入港可能となる水深・
延長を有するターミナル

二次輸送網の構築

高効率な荷役機械等の提供

○大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新イメージ

○ばら積み貨物（資源・エネルギー・穀物）輸送
船舶の大型化

大水
深の
航路

大
型
化

○大型船舶が通行可能となるパナマ運河拡張
（2015年供用予定）

例 ： 鉄鉱石輸送船舶

大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新

出典：パナマ運河庁HPより国土交通省港湾局作成

Post-
Panamax

閘室水深
18.3m

Panamax

閘室水深
12.6m

拡張前 拡張後

最大級の鉄鉱石

輸送船舶

（船型３０万トン程度）

ケープサイズ

（船型１０～２０万トン
程度）

最大級の鉄鉱石

輸送船舶

（船型３０万トン程度）

ケープサイズ

（船型１０～２０万トン
程度）

全長３４０ｍ全長３４０ｍ

満載喫水
21.1m

＜３０万トン級の例＞

全長２９２ｍ全長２９２ｍ

＜１５万トン級の例＞

満載喫水
17.7m
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新八代 

鹿児島中央 
平成１６年３月開業 

長崎 

博多 

○福井駅部 

平成 20年度末完成 

九州新幹線 
（長崎ルート） 

○博多･新八代間 

○諫早･長崎間 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ 

（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

平成 22年度末完成予定

〈130km〉 

〈21km〉 

〈45km〉 

武雄温泉

○武雄温泉･諫早間 

諫早

○白山総合車両基地･敦賀間 

平成１４年１２月開業

東北新幹線 

盛岡 

八戸
新青森 

新函館 

札幌 

 

○新函館･札幌間 

 
 

○新青森･新函館間 

 平成 27年度末完成予定 

北海道新幹線 

北陸新幹線

長野

高崎 
南越

敦賀 

福井

富山

金沢

平成 26年度末完成予定

平成９年１０月開業 

〈211km〉 

〈149km〉 

〈82km〉 

〈240km〉 

○長野･白山総合車両基地間 

○八戸･新青森間 

平成 22年 12月開業予定 

〈113km〉 

九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

整備新幹線の現状 

白山総合車両基地 

新鳥栖 

認可（平成 20年 3月）から 

概ね 10年程度で完成予定 

 
 

  開業区間 

  建設中区間 

  未着工区間（工事実施計画申請中） 

  未着工区間（工事実施計画未申請） 

凡 例

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間 

○ 北海道新幹線 

新青森－新函館間     平成２７年度末完成予定 

○ 東北新幹線   

八戸－新青森間       平成２２年度末完成予定 

○ 北陸新幹線 

長野－金沢(白山総合車両基地)    平成２６年度末完成予定 

福井駅部            平成２０年度末完成予定 

○ 九州新幹線(鹿児島ルート) 

博多－新八代間        平成２２年度末完成予定 

○ 九州新幹線(長崎ルート) 

武雄温泉－諫早間      認可（平成２０年３月） から 

概ね１０年程度で完成予定 
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地上デジタル放送への完全移行に向けた対策の強化

１．デジタルテレビ購入支援１．デジタルテレビ購入支援

○ 省エネ家電の購入支援としてのエコポイントの付与に加え、デジタルテレビの普及を促進し、地上放送
のデジタル化が確実に進められるよう、追加で５％の｢エコポイントプラス｣を付与。

２．公共施設のデジタル化２．公共施設のデジタル化

全体でテレビ約１２０万台
○ 学校、社会福祉施設、医療施設等（約５３万台）
○ 消防署、公立病院、庁舎等（約６０万台）→｢地域活性化・経済危機対策臨時交付金（仮称）｣で対応可能
○ 国の施設（約６万台）

３．送受信対策３．送受信対策

（１）受信障害対策共聴施設≪拡充≫
・受信調査の追加、ケーブルテレビによる対応等の追加 等

（２）小規模・老朽化等のアパート・マンションの
デジタル化≪新規≫

（３）デジタル難視聴解消対策≪拡充≫
・難視聴対策デジタル新局 等

（注）エコポイント
・省エネ効果の高い家電製品を購入した際に付与され、多様な商品・サービスと交換可能なポイント
・製品の５％相当＋テレビについては５％上乗せ＋リサイクル料金相当（テレビについては平均３％）
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光ファイバやケーブルテレビ等、地域の特性に応じた情報通信基盤の整備に取り組む地
方公共団体等に対する支援等を推進し、ブロードバンド・ゼロ地域を解消。

（１）ブロードバンド・ゼロ地域の解消（１）ブロードバンド・ゼロ地域の解消

離島を含む条件不利地域等における住民の利便の向上や、地域経済社会の活性化を早期に実現

携帯電話等のエリア整備に取り組む地方公共団体等に対する支援を拡充し、従来2010年度
に予定していたエリア整備計画を前倒すとともに、それ以外のエリア外地域の解消も加速。

（２）携帯電話エリア整備の加速（２）携帯電話エリア整備の加速

特に、莫大な整備費用を要し、民間事業者による整備が見込めない離島地域における
公共施設間の地域公共ネットワーク（海底光ケーブル等）の整備に対して一層の支援を
実施。

（３）地域イントラネット整備の推進（３）地域イントラネット整備の推進

デジタル・ディバイドの解消
Ⅱ．３－17

■ ワンクリックで手続完了
添付書類が不要

国民本位の新しい電子政府・自治体の推進国民本位の新しい電子政府・自治体の推進 （国民電子私書箱構想）（国民電子私書箱構想）

希望すれば、国民（及び企業）の一人ひとりに対し、電子空間上でも安心して年金記録等の個人
の情報を入手し、管理できる専用の口座（国民電子私書箱）を提供し、幅広い分野で便利なワン
ストップの行政サービスが受けられる、世界で最も先進的な「あなただけの電子政府」を実現

政府CIOの設置
◆電子政府全体を統括する
役割

（米国オバマ政権CTO*設置）
*Chief Technology Officer 

政府政府CIOCIOの設置の設置
◆◆電子政府全体を統括する電子政府全体を統括する
役割役割

（米国オバマ政権（米国オバマ政権CTOCTO**設置）設置）
**Chief Technology Officer Chief Technology Officer 

紙媒体等により
自分の年金記録等
を確認

自治体や事業所
単位に分けて、
従業員の税や雇用
関係の手続を提出

国と地方自治体
が対等に協議し、
一体となって推進
できる体制の整備

◆手続のＢＰＲ（全体最適化）

国と地方自治体国と地方自治体
が対等に協議し、が対等に協議し、
一体となって推進一体となって推進
できる体制の整備できる体制の整備

◆◆手続のＢＰＲ（全体最適化）手続のＢＰＲ（全体最適化）

共同基盤の整備

◆クラウド技術等を活用した
国や地方における共同利

用基盤

共同基盤の整備共同基盤の整備

◆◆ クラウド技術等を活用したクラウド技術等を活用した
国や地方における共同利国や地方における共同利

用基盤用基盤

国民の利便性向上国民の利便性向上 実現に向けた実現に向けた
基盤整備基盤整備

国民電子私書箱とは国民電子私書箱とは

ライフイベント毎に
大量の手続

【引越】
・最大26手続、7機関訪問
・添付書類13種類

【退職】
・最大10手続、6機関訪問
・添付書類15種類

■ 従業員のデータを一括送信

Account
Card

行政機関行政機関

電子私書箱電子私書箱

年金保険者等

A市

B市

C市

Ａ企業

市役所

学校

eｔｃ.
地方運輸局

ワンストップの実現ワンストップの実現

行政の見える化行政の見える化

企業負担の軽減企業負担の軽減

■自分の記録等をいつでも
確認可能

現状 将来

行政情報共同利用行政情報共同利用
支援センター支援センター
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